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広島県情報公開・個人情報保護審査会（諮問30（情）第３号） 

 

第１ 審査会の結論 

広島県知事（以下「実施機関」という。）が本件審査請求の対象となった行政文書

について，不存在であることを理由に不開示とした決定は，妥当である。 

 

第２ 審査請求に至る経過 

１ 開示の請求 

審査請求人は，平成30年２月16日，広島県情報公開条例（平成13年広島県条例第５

号。以下「条例」という。）第６条の規定により，実施機関に対し，「湯﨑英彦が今

日までに県庁舎と県警察本部の間及び広島市民病院と県庁舎の間を県職員が斜め横断

を毎日のように行っていることに対する湯﨑が行った全ての業務及び指示が分かる文

書（以下『別件請求文書』という。）及び○○氏（以下『本件職員』という。）が，

私から聞取りした斜め横断に関する全ての文書（以下『本件請求文書』という。）」

の開示の請求（以下「本件請求」という。）をした。 

 

２ 本件請求に対する決定 

実施機関の担当部署である総務局総務課は別件請求文書について，総務局秘書課は

本件請求文書について，それぞれ作成又は取得していないため，不存在を理由とする

行政文書不開示決定（以下総務課の決定を「別件処分」といい，秘書課の決定を「本

件処分」という。）を行い，それぞれ平成 30 年２月 23 日付けで審査請求人に通知し

た。 

 

３ 審査請求 

審査請求人は，平成30年３月７日，本件処分を不服として，行政不服審査法（平成

26年法律第68号）第２条の規定により，実施機関に対し審査請求を行った。 

 

第３ 審査請求人の主張要旨 

１ 審査請求の趣旨 

本件処分を取り消し，対象文書を開示するよう求める。 

 

２ 審査請求の理由 

審査請求人が，審査請求書及び反論書で主張している審査請求の理由は，おおむね

次のとおりである。 

本件職員は，私から二度秘書課で要請を受け，手帳に記録しているので，不存在は

ないので全開示を求める。 

二度までも，無用な職員の違法行為であり，知事に必ず伝えるよう要請している。

「断片的に語句，日時等を記録したもの」だろうが，本件職員が「職務時間内」に

「職務に就いて」記述した文章であることは否定できない。明確な公文書である。 
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第４ 実施機関の説明要旨 

実施機関が，弁明書で説明する本件処分を行った理由は，おおむね次のとおりであ

る。 

職員の斜め横断に関し，来庁者から，知事へ報告をするように要望があったことに

ついて，秘書課内での情報共有は口頭で行ったため，文書は作成していない。 

審査請求人は「本件職員は，私から二度秘書課で要請を受け，手帳に記録している

ので，不存在はない」と主張しているが，来庁者との面会において本件職員がメモし

た内容は，秘書課内で口頭での情報共有を行うための備忘として，断片的に語句，日

時等を記録したものであり，条例第２条第２項に規定する「行政文書」には該当しな

いと判断した。 

 

第５ 審査会の判断 

１ 本件請求について 

本件請求は，審査請求人が秘書課を訪問し，実施機関の職員による道路の斜め横断

が毎日のように行われている現状を知事に報告するよう要望したこと（以下「本件要

望」という。）に対し，本件職員が作成した聞取り票等の文書の開示を求めるもので

ある。 

本件請求に対し，実施機関は，秘書課内での情報共有は口頭で行い，文書は作成し

ていないとして，本件処分を行ったものである。 

これに対し審査請求人は，審査請求人が秘書課を訪問した際，対応した本件職員が，

手帳に記録していたのを見ていたことから，当該手帳の記録（以下「本件記録」とい

う。）は，職員が，職務時間内に職に就いた上で記述したものであるから，本件請求

の対象となる行政文書に該当する旨主張していると認められることから，以下，その

当否について検討する。 

 

２ 本件処分の妥当性について 

条例第２条第２項において，「行政文書」とは，実施機関の職員が職務上作成し，

又は取得した文書，図画，写真及び電磁的記録であって，当該実施機関の職員が組織

的に用いるものとして，当該実施機関が保有しているものをいうとされている。 

また，条例の解釈運用基準（平成13年３月29日制定。以下「解釈運用基準」とい

う。）で，「職務上作成し，又は取得した」とは，実施機関の職員が自己の職務の範

囲内において事実上作成し，又は取得した場合をいい，文書等に関して自ら法律上の

作成権限又は取得権限を有するか否かを問わないとされ，さらに，「当該実施機関の

職員が組織的に用いるものとして，当該実施機関が保有しているもの」とは，当該行

政文書を当該実施機関の職員が作成し，又は取得した後に決裁，供覧，内部検討等に

付すなどして，当該実施機関が業務上必要なものとして保有しているもの（組織的共

用文書）をいうとされている。 

実施機関に確認したところ，本件記録は，本件職員が自己の職務の執行の便宜のた

めに自らの手帳に記載したものであり，これを秘書課内で決裁，供覧したり，内部検

討の資料とした事実はないということであった。 
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そうすると，本件記録は，実施機関が業務上必要なものとして保有しているものと

は認められず，条例第２条第２項の規定よる「行政文書」に該当しないと判断したと

いう実施機関の説明は不合理とはいえない。 

なお，本件記録以外に，本件要望に関し，文書が作成されていれば，本件請求の対

象となる可能性があるため，実施機関に確認したところ，通常から，実施機関に対す

る要望が秘書課に対してあった場合，当該要望に関して文書を作成するか否か，情報

共有する範囲等については，秘書課で判断しており，本件要望については，特定事項

について知事への報告を求めるものであったことから，口頭により秘書課内で情報共

有することとしたということであった。 

広島県行政組織規則（昭和39年広島県規則第18号）の規定により，知事の秘書に関

することは，秘書課の分掌事務とされており，分掌事務に関する文書作成の要否，情

報共有の範囲については当該課の判断に委ねられているものと考えられることから，

秘書課が，本件要望に対しては課内で口頭により情報共有すべき案件と判断し，文書

を作成しなかったという実施機関の説明に不自然，不合理な点は認められない。 

以上のことから，実施機関が，本件請求文書は存在しないとして，不存在を理由と

する本件処分を行ったことは妥当である。 

 

３ 審査請求人のその他の主張について 

  審査請求人はその他種々主張するが，いずれも当審査会の上記判断を左右するもの

ではない。 

 

４ 結論 

   よって，当審査会は，「第１ 審査会の結論」のとおり判断する。 

 

第６ 審査会の処理経過 

   当審査会の処理経過は，別記のとおりである。 
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別 記 

 

審 査 会 の 処 理 経 過 

年 月 日 処 理 内 容 

30．５．１ ・諮問を受けた。 

30．９．25 

(平成 30年度第６回第１部会) 
・諮問の審議を行った。 

30．10．23 

(平成 30年度第７回第１部会) 
・諮問の審議を行った。 

 

 

 

 

参 考 

 

答申に関与した委員（五十音順） 

 

井  上  嘉  仁  広島大学大学院准教授 

松 本  亮 

（ 部 会 長 ） 
弁護士 

横 山  美 栄 子 広島大学教授 

 


